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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

中間連結会計期間
第82期

中間連結会計期間
第81期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （百万円） 21,273 19,815 42,071

経常損失（△） （百万円） △1,484 △1,088 △2,737

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する

中間純損失（△）

（百万円） △1,920 117 3,940

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △2,214 144 3,881

純資産額 （百万円） 11,019 17,181 17,037

総資産額 （百万円） 27,112 24,190 26,149

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり中間純損失（△）
（円） △41.06 2.51 84.23

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.7 71.0 65.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,555 △3,608 △3,075

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,003 2,726 9,854

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 4,068 396 △2,511

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 6,135 6,478 6,937

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第81期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、

また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第81期及び第82期中間連結連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

なお、当中間連結会計期間において、当社の連結子会社である千趣ロジスコ株式会社を吸収合併存続会社、同じ

く当社の連結子会社である株式会社ベルメゾンロジスコを吸収合併消滅会社とする吸収合併により、株式会社ベル

メゾンロジスコは消滅し、連結の範囲から除外しております。また、千趣ロジスコ株式会社は、株式会社千趣会ロ

ジスティクスサービスに社名変更をしております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度において４期連続で重要な営業損失を計上し、また当中間連結会計期間におい

ても重要な営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。

なお、当該状況を解消するための対応策及び継続企業の前提に関する詳細につきましては、「第４　経理の状

況　１　中間連結財務諸表　注記事項（継続企業の前提に関する事項）」をご参照ください。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間のわが国経済は、賃金上昇や設備投資の持ち直しなど一部に明るい兆しが見られるものの、

継続的な物価高による実質賃金の伸び悩みや地政学的リスクが依然として個人消費の下押し圧力となっており、景

気の先行きについては、不透明な状況が継続しております。

このような経営環境のもと、当社は2025年２月13日に発表いたしました「再生計画（2025年～2027年）」に基づ

き、事業構造改革と業績回復に向けた施策を着実に推進してまいりましたが、通信販売事業における「デジタルシ

フトに向けた各種施策の進捗及び効果発現の遅れ」等による受注未達の影響が大きく、売上高が前年同期を下回っ

ております。その結果、当中間連結会計期間の当社グループの売上高は198億15百万円（前年同期比6.9％減）、営

業損失は10億90百万円（前年同期は13億46百万円の営業損失）、経常損失は10億88百万円（前年同期は14億84百万

円の経常損失）となり、親会社株主に帰属する中間純利益は固定資産売却益の計上等により１億17百万円（前年同

期は19億20百万円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。

当社は引き続き再生計画に基づく構造改革を推進し、中長期的な企業価値の向上に向けて取り組んでまいりま

す。

 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

（通信販売事業）

インターネット及びカタログを中心とする通信販売事業は、売上高は前年同期比で減少したものの、ターゲット

を明確化した世代別の事業ドメインへの再編を行い、ターゲット別に最適化した商品・チャネル展開や販促施策を

強化するとともに機動的な商品投入を本格稼働させることにより、新規・復活の購入会員数が前年同期から増加に

転じるなど、一定の成果も出始めております。また、ECモールへの出店店舗やリアル店舗における売上も前年同期

を上回って伸長しております。併せて、カタログ発行部数の減少等による注文獲得費の効率化を継続的に進めてい

ることにより収益性は改善し、当中間連結会計期間の売上高は168億36百万円（前年同期比8.1％減）、営業損失は

12億99百万円（前年同期は16億39百万円の営業損失）となりました。

 

（法人事業）

法人向けの商品・サービスを提供する法人事業は、広告受注は堅調に推移したものの、物流業務の代行サービス

の受託案件規模の縮小等により、当中間連結会計期間の売上高は17億63百万円（前年同期比3.7％減）、営業利益

は74百万円（前年同期比26.8％減）となりました。

 

（保険事業）

ベルメゾン会員を中心に最適な保険選びのサポートを行う保険事業は、従来チャネルからの新規契約件数が減少

し、新たな販売チャネルの開拓に取り組んでおりますが、新チャネルの構築には時間を要しており、当中間連結会

計期間の売上高は２億円（前年同期比6.1％減）、営業利益は44百万円（前年同期比51.4％減）となりました。

 

（その他）

子育て支援事業を行うその他の事業は、2026年４月に東京都清瀬市にて新園を開園し、保育園の運営が引き続き

順調に推移したことにより、当中間連結会計期間の売上高は10億15百万円（前年同期比12.6％増）となりました。

一方、利益面につきましては、新園開園に伴う費用発生の影響などにより、営業利益は89百万円（前年同期比

9.1％減）となりました。
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(2) 財政状態の状況

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ19億58百万円減少し、241億90百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ２億65百万円減少し、172億91百万円となりました。これは、商品及び製

品が11億４百万円増加した一方で、未収入金が10億41百万円、現金及び預金が４億59百万円それぞれ減少したこと

が主な要因であります。また固定資産は、有形固定資産が14億97百万円、投資その他の資産が１億４百万円、無形

固定資産が90百万円それぞれ減少したことにより前連結会計年度末に比べ16億92百万円減少し、68億99百万円とな

りました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ23億59百万円減少し、64億46百万円となりました。これは、その他流動負

債が９億86百万円、電子記録債務が８億64百万円それぞれ減少したことが主な要因であります。固定負債は、前連

結会計年度末に比べ２億56百万円増加し、５億63百万円となりました。これは、長期借入金が２億33百万円増加し

たことが主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ１億43百万円増加し、171億81百万円となりました。これは、親会社株主に

帰属する中間純利益１億17百万円を計上したことが主な要因であります。この結果、自己資本比率は71.0％となり

ました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は64億78百万円となり、前連結会計年度末と比較して

４億59百万円の減少となりました。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は36億８百万円の支出（前年同期は15億55百万円の支出）となりまし

た。主なプラス要因は、その他の流動資産の減少額14億22百万円であり、主なマイナス要因は、固定資産除売却損

益12億51百万円であります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は27億26百万円の収入（前年同期は10億３百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は、有形固定資産の売却による収入25億97百万円であり、主なマイナス要因は、有形固定資産

の取得による支出２億53百万円であります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は３億96百万円の収入（前年同期は40億68百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は、長期借入れによる収入５億円であります。

 

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、９百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(8) 従業員数

当中間連結会計期間において、連結臨時雇用者数が189名減少し、685名となっております。

これは主として、通信販売事業の売上減少に伴い勤務時間の短縮を行ったことにより株式会社千趣会ロジスティ

クスサービスの通信販売事業の従業員数が93名、千葉コールセンターを閉鎖したことにより千趣会コールセンター

株式会社の通信販売事業の従業員が51名それぞれ減少したためであります。

 

３【重要な契約等】

（固定資産の譲渡）

当社は、連結子会社（千趣会コールセンター株式会社）における運営拠点（千葉コールセンター）の土地及び建

物を譲渡する契約を2026年３月30日に締結し、同年４月17日に引渡が完了いたしました。当該固定資産の譲渡によ

り、当中間連結会計期間において、固定資産売却益1,251百万円を特別利益に計上しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 52,056,993 52,056,993
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 52,056,993 52,056,993 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
－ 52,056,993 － 100 － 25
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（５）【大株主の状況】
  

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２番２号 5,714 12.22

株式会社ブレストシーブ 大阪府茨木市西駅前町５番10号 3,650 7.80

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 2,790 5.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,665 3.56

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 790 1.69

有限会社左右山 兵庫県宝塚市宝梅１丁目５番12号 592 1.27

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 502 1.07

BNPパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 497 1.06

矢澤　徳仁 東京都千代田区 466 1.00

公益財団法人千趣留学生奨学財団 神戸市中央区海岸通３丁目１番１号 350 0.75

佐川急便株式会社 京都市南区上鳥羽角田町68番地 350 0.75

計 － 17,368 37.13

（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、信託業務に係る株式であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式普通株式 5,281,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,727,200 467,272 同上

単元未満株式 普通株式 48,593 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  52,056,993 － －

総株主の議決権  － 467,272 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数10個）が含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社千趣会

大阪市北区同心

１丁目６番23号
5,281,200 － 5,281,200 10.15

計 － 5,281,200 － 5,281,200 10.15

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人和宏事務所による期中レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社千趣会(E03092)

半期報告書

 8/22



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,937 6,478

受取手形、売掛金及び契約資産 1,034 1,334

商品及び製品 5,553 6,657

未収入金 3,357 2,316

その他 720 575

貸倒引当金 △46 △71

流動資産合計 17,557 17,291

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,751 2,578

土地 4,118 2,869

その他（純額） 181 105

有形固定資産合計 7,051 5,553

無形固定資産   

その他 350 260

無形固定資産合計 350 260

投資その他の資産   

投資有価証券 342 344

その他 848 741

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,190 1,086

固定資産合計 8,591 6,899

資産合計 26,149 24,190
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 2,309 1,444

買掛金 1,951 1,441

短期借入金 200 366

未払法人税等 20 18

契約負債 455 250

販売促進引当金 15 21

賞与引当金 68 105

その他 3,784 2,798

流動負債合計 8,805 6,446

固定負債   

長期借入金 100 333

退職給付に係る負債 6 6

その他 200 223

固定負債合計 306 563

負債合計 9,111 7,009

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金 30,084 30,084

利益剰余金 △9,298 △9,181

自己株式 △2,954 △2,954

株主資本合計 17,931 18,049

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 95 91

土地再評価差額金 △1,124 △1,124

為替換算調整勘定 133 165

その他の包括利益累計額合計 △894 △868

純資産合計 17,037 17,181

負債純資産合計 26,149 24,190

 

EDINET提出書類

株式会社千趣会(E03092)

半期報告書

10/22



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 21,273 19,815

売上原価 10,183 9,594

売上総利益 11,089 10,220

販売費及び一般管理費 ※ 12,435 ※ 11,311

営業損失（△） △1,346 △1,090

営業外収益   

受取利息及び配当金 3 5

持分法による投資利益 24 －

事業所閉鎖損失引当金戻入額 24 －

還付税金 23 －

受取賠償金 3 19

その他 29 16

営業外収益合計 109 41

営業外費用   

支払利息 82 7

為替差損 20 16

持分法による投資損失 － 2

支払手数料 4 －

事業所閉鎖損失引当金繰入額 127 －

その他 12 11

営業外費用合計 247 38

経常損失（△） △1,484 △1,088

特別利益   

固定資産売却益 － 1,251

補助金収入 － 294

特別利益合計 － 1,545

特別損失   

固定資産除売却損 0 0

固定資産圧縮損 － 289

減損損失 307 26

その他 0 －

特別損失合計 307 316

税金等調整前中間純利益又は

税金等調整前中間純損失（△）
△1,792 140

法人税等 128 23

中間純利益又は中間純損失（△） △1,921 117

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △0 －

親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失（△）
△1,920 117
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △1,921 117

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2 －

繰延ヘッジ損益 △166 △4

為替換算調整勘定 △152 26

持分法適用会社に対する持分相当額 28 4

その他の包括利益合計 △293 26

中間包括利益 △2,214 144

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △2,214 144

非支配株主に係る中間包括利益 △0 －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は

税金等調整前中間純損失（△）
△1,792 140

減価償却費 326 217

減損損失 307 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 24

賞与引当金の増減額（△は減少） 26 37

販売促進引当金の増減額（△は減少） 20 6

事業所閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 52 －

受取利息及び受取配当金 △3 △5

支払利息 82 7

持分法による投資損益（△は益） △24 2

固定資産除売却損益（△は益） 0 △1,251

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

固定資産圧縮損 － 289

受取賠償金 △3 △19

補助金収入 － △294

売上債権の増減額（△は増加） 222 △299

棚卸資産の増減額（△は増加） △344 △1,104

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,560 1,422

仕入債務の増減額（△は減少） △891 △1,249

契約負債の増減額（△は減少） 69 △205

その他の流動負債の増減額（△は減少） △980 △544

その他 △109 △827

小計 △1,495 △3,626

利息及び配当金の受取額 3 5

利息の支払額 △21 △8

賠償金の受取額 3 19

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △46 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,555 △3,608

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △144 △253

有形固定資産の売却による収入 － 2,597

無形固定資産の取得による支出 △82 △12

有形固定資産の売却に係る手付金収入 946 －

補助金の受取額 － 294

投資有価証券の売却による収入 0 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
249 －

その他 33 100

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,003 2,726

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,500 －

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 △310 △100

配当金の支払額 △71 －

割賦債務の返済による支出 △38 －

その他 △11 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,068 396

現金及び現金同等物に係る換算差額 △35 25

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,481 △459

現金及び現金同等物の期首残高 2,654 6,937

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,135 ※ 6,478
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、前連結会計年度において４期連続で重要な営業損失を計上し、また当中間連結会計期間にお

いても重要な営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。当社グループは、当該状況を解消すべく、再生計画（2025年～2027年）を策定し、以下の業績改善

施策に取り組んでおります。

 

＜業績改善施策＞

当社の強みである「アイデア創出・企画・提案力」「商品開発・調達力」「顧客資産」「ブランドとしての

安心感・信頼性」を基盤として、３つの戦略に基づき、業績改善施策への取組みを進めております。

 

Ａ．通信販売事業の抜本改革

ターゲットを明確化した「世代別」事業ドメインへの再編を基盤とし、ターゲット別戦略の深化とECを主戦

場としたビジネスモデルの本格稼働を推進しております。

前期に成果の兆しを確認し、当期にて一定成果も発現している各ターゲットに最適化したマーケティング施

策を徹底するとともに、運用を開始した季節やトレンドに合わせた機動的な商品投入を本格稼働させておりま

す。これらの取組みにより、通信販売事業の業績回復に向けた足固めを着実に進めております。

 

Ｂ．通信販売アセットを活用したビジネスの拡大

ECモール・リアル店舗展開による販売ポテンシャルの最大化を図るとともに、保険・法人受託等のBtoB事業

の強化により収益基盤の多角化を進めております。

ECモールの自社店舗及びリアル店舗での販売は継続的に伸長しており、物流業務の代行サービスにおいては

当期にて受託案件の規模縮小が見られるものの、既存クライアントとの繋がりを深めるとともに、今後の受託

増に向け取組みを進めております。

また、保険事業における新たな集客チャネルの開拓を継続しており、安定的な収益確保に向けた取組みを進

めております。

 

Ｃ．新たな収益源の開発

中長期的な収益基盤の拡充を目指し、前期に成果を確認したIP（知的財産）活用事業を重点領域として強化

しております。人気コンテンツを活用したオリジナル商品の開発や、催事とECを連動させた多角的な展開によ

り、新たな顧客層の開拓を進めております。今後は有力IPとの協業をさらに拡大し、早期の事業拡大と収益貢

献を図ってまいります。

子育て支援事業については周辺事業の成長を推進し、エシカル推進はベルメゾンネットにて商品展開を拡大

しております。

 

資金面については、当中間連結会計期間末において、現金及び預金64億78百万円を保有しております。借入金

については、前連結会計年度末の残高３億円から増加し７億円となっております。これは新たに金融機関からの

資金調達を行った影響によるものです。今後の資金計画については、再生計画の進捗を適切に見極め、多面的な

角度から資金調達ができるよう各種対策を検討しており、更なる資金調達が必要となった場合に対応できるよ

う、資金調達施策の立案、検討及び金融機関等とも緊密な連携を続けてまいります。なお、2026年３月30日に公

表いたしました「固定資産の譲渡及び特別利益の計上並びに通期業績予想の修正に関するお知らせ」の通り、遊

休資産の売却については完了しております（物件引渡日：2026年４月17日）。

しかしながら、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消すべく取り組んでいる業績改善施策は実施途上にあ

り、上記の施策による損益及び財務的な効果を十分に得ることができない可能性も考えられること、金融機関か

らの更なる追加支援が必要となった場合に備えた資金調達については未確定であることから、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を中間連結財務諸表に反映しておりません。

 

今後も経営環境の変化に柔軟に対応し、必要な施策を適時に実行することにより、中長期的には、お客様から

長く愛され、ステークホルダーの皆様の期待に応えられる企業となれるよう努めてまいります。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結範囲の重要な変更）

当中間連結会計期間より、当社の連結子会社であった株式会社ベルメゾンロジスコは、同じく当社連結子会社

である千趣ロジスコ株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しておりま

す。また、千趣ロジスコ株式会社は吸収合併後、商号を株式会社千趣会ロジスティクスサービスに変更しており

ます。
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（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する

方法によっております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（2025年12月31日）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と特殊当座借越契約（限度額30億円）を締結してお

ります。なお、前連結会計年度において、借入実行残高はありません。

 

当中間連結会計期間（2026年６月30日）

該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

運賃及び荷造費 1,747百万円 1,572百万円

販売促進費 2,439 1,986

販売促進引当金繰入額 20 6

貸倒引当金繰入額 22 40

給与及び手当 2,311 2,173

賞与引当金繰入額 73 71

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 6,135百万円 6,478百万円

現金及び現金同等物 6,135 6,478

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計 調整額

中間連結損

益計算書計

上額（注）

２
 

通信販売

事業
法人事業 保険事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 18,326 1,831 213 20,371 901 21,273 － 21,273

セグメント間の内部
売上高又は振替高

106 89 － 196 0 196 △196 －

計 18,432 1,921 213 20,567 902 21,469 △196 21,273

セグメント利益又は
損失(△)

△1,639 101 92 △1,444 98 △1,346 － △1,346

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子育て支援事業であります。
２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

計 その他
全社・消去
（注）

合計
通信販売事業 法人事業 保険事業

減損損失 14 34 － 48 6 251 307

（注）「全社・消去」の金額は、共用資産に係るものであります。
 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計 調整額

中間連結損

益計算書計

上額（注）

２
 

通信販売

事業
法人事業 保険事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 16,836 1,763 200 18,799 1,015 19,815 － 19,815

セグメント間の内部
売上高又は振替高

83 1 － 84 0 84 △84 －

計 16,919 1,764 200 18,884 1,015 19,899 △84 19,815

セグメント利益又は
損失(△)

△1,299 74 44 △1,180 89 △1,090 － △1,090

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子育て支援事業であります。
２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。
 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
重要な発生及び変動はありません。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

連結子会社間の吸収合併

2026年１月１日付で、当社の連結子会社である千趣ロジスコ株式会社を吸収合併存続会社、当社の連結子会

社である株式会社ベルメゾンロジスコを吸収合併消滅会社とする吸収合併をおこなっております。

 

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

①存続会社

企業の名称　千趣ロジスコ株式会社

事業の内容　通販業界向け物流の企画・運営・管理

②消滅会社

企業の名称　株式会社ベルメゾンロジスコ

事業の内容　通販業界向け物流の企画・運営・管理

（２）企業結合日

2026年１月１日

（３）企業結合の法的形式

千趣ロジスコ株式会社（2026年１月１日付で株式会社千趣会ロジスティクスサービスに商号変更）を吸収

合併存続会社、株式会社ベルメゾンロジスコを吸収合併消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

株式会社千趣会ロジスティクスサービス

（５）その他取引の概要に関する事項

千趣会グループ全体の物流機能の最適化を図るべく、千趣ロジスコ株式会社が株式会社ベルメゾンロジス

コを吸収合併することといたしました。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

通信販売
事業

法人事業 保険事業 計

インテリア・雑貨 5,710 － － 5,710 － 5,710

ファッション 4,587 － － 4,587 － 4,587

ママ・ベビー・キッズ 2,037 － － 2,037 － 2,037

キャラクター 2,020 － － 2,020 － 2,020

業務受託 － 1,252 － 1,252 － 1,252

広告 － 245 － 245 － 245

その他 3,970 333 213 4,516 901 5,418

顧客との契約から

生じる収益
18,326 1,831 213 20,371 901 21,273

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 18,326 1,831 213 20,371 901 21,273

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子育て支援事業であります。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

通信販売
事業

法人事業 保険事業 計

インテリア・雑貨 5,567 － － 5,567 － 5,567

ファッション 4,734 － － 4,734 － 4,734

ママ・ベビー・キッズ 1,994 － － 1,994 － 1,994

キャラクター 1,453 － － 1,453 － 1,453

業務受託 － 1,150 － 1,150 － 1,150

広告 － 253 － 253 － 253

その他 3,086 359 200 3,646 1,015 4,661

顧客との契約から

生じる収益
16,836 1,763 200 18,799 1,015 19,815

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 16,836 1,763 200 18,799 1,015 19,815

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子育て支援事業であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△） △41円06銭 ２円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（百万円）
△1,920 117

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（百万円）
△1,920 117

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,776 46,775

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月10日

株式会社千趣会

取締役会　御中

 

監査法人和宏事務所

大阪府大阪市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平岩　雅司

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿倉　良洋

 

 業務執行社員  公認会計士 和田　泰史

 
 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社千趣会

の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社千趣会及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において４期連続で重要な営業損失を

計上し、また当中間連結会計期間においても重要な営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、

当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連結

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されてい

ない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社千趣会(E03092)

半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

